
76 漁船漁業・担い手確保対策
【４，９８２（９３１）百万円】

対策のポイント
・資源回復に必要な強度な公的資源管理措置導入に伴う経営の多角化等の収

益性向上のための取組への支援を新たに行います。

・人材の育成・確保等により、持続的な漁業生産構造の確保や漁業活動を担

う経営体の育成を行います。

＜背景／課題＞

・我が国漁業は、燃油価格の高止まり等により厳しい経営環境にあります。

・このため、資源管理措置に対応した収益性の高い操業体制の構築や、漁業の将来を担

う人材の確保・育成等が急務となっています。

政策目標
毎年度2,000人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞

１．漁業構造改革総合対策事業［新規］ ３，８００（－）百万円
漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、改革型漁船の導入等に

よる、収益性向上の実証への取組を支援します。また、その中で、大幅な漁獲可能

量（ＴＡＣ）の削減等強度な公的資源管理措置が導入される場合、漁業経営安定を

目指した他魚種転換等の経営多角化等、収益性向上のための取組に支援をします。

補助率：定額

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

２．漁業を担う人材の確保 ８９３（６３２）百万円
漁業への新規就業・後継者等の育成を促進するため、漁業への就業前の青年に対

する給付金の給付、就業・定着促進等のための長期研修、漁村地域のリーダーを中

心とするグループや女性グループによる意欲的な取組等を支援します。また、漁船

の労働環境の改善や海難の未然防止等について知識を有する「安全推進員」を養成

するとともに遊漁船業者等への安全講習会等の実施について支援します。

新規漁業就業者総合支援事業 ８３５（５６６）百万円

沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業 ３９（４４）百万円

安全な漁業労働環境確保事業 ２０（２２）百万円

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁漁業調整課 （０３－３５０２－８４６９）

２の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０）

水産庁研究指導課 （０３－３５０１－３８６４）

［平成27年度予算概算要求の概要］



（もうかる漁業創設支援事業） 

 漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、改革型漁船の導入等により、収益性向上の実証に取り組む場合に
必要な経費を支援する。 
 さらに今回、「資源管理・経営多角化支援事業」を新設し、大幅なＴＡＣ削減に伴う個別漁獲割当制度等強度の公的資源管理措
置が導入される場合、経営の多角化を行い収益性向上のための取組を行う者に対し、必要な経費を支援する。 

漁業構造改革総合対策事業 

支援内容 （事業の流れ） 
１、改革計画に基づき、基金から支払われる実証経費を用いて実証事業を実施し、水揚金額を返還 
２、水揚金額で実証経費が賄えない場合は、この賄えない分を支援 
    支援割合等：事業の取組内容に応じ、３年を上限として、１／２、２／３又は９／10を助成 
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「資源管理・経営多角化支援事業」の支援イメージ 

○改革型漁船の導入等による収益性向上の実証への取組を支援 
 ・収益性改善、収益性回復のための事業  
 ・「資源管理・経営多角化支援事業」を新設 
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 ①大幅なＴＡＣの削減に伴い、②個別漁獲割当制度等強度の公的資源管理措置が導入さ
れる場合であって、③同一系群を漁獲する同一漁業種類の漁業者グループについて、④漁
業者グループ内の関係漁業者全体が、 
 ○漁獲対象種の転換等 
 ○加工流通手法の改善による付加価値向上への取組等 
により収益性の向上に取り組む場合に必要な経費（水揚げ金額で賄えない実証経費の2/3）
を支援する。 
 

スケトウダラＴＡＣが大幅に削減された場合の 
漁獲対象魚種の転換、付加価値向上の取組イメージ 外食業へ直販 

加工品の開発 

平成２７年度予算概算要求額 ３,８００（－）百万円 

大幅な漁獲枠削減 
対象魚種の転換 

付加 
価値 
向上 

http://www.rakuten.co.jp/okhotsk-kaze/1767643/1767645/#1389471


担い手確保対策 

新規漁業就業者総合支援事業【８３５（５６６）百万円】 

○ 漁業就業者は、１０年間で２割減少し、約１７万人（被災３県を除く）にまで減少。６５歳以上が 
 約４割を占める。 
○ 毎年２千人以上の新規就業者を確保すれば、ベテラン・中堅・若手のバランスの取れた漁業 
 就業構造が実現。 

現 状 

都市部や地方
において、就
業のための座
学や体験漁業
等の開催 

都市部や地方の
漁業就業相談会
において就業希
望者と漁業者と
のマッチング 

実践的な長期研修を支援 
雇用型：最長1年間 

幹部養成型：最長2年間 
独立型：最長3年間 

漁業活動に必要
な技術や経理・
税務、流通・加工、
安全操業等の知
識の習得支援 

・経験ゼロから始めても漁業に就けるトータルサポートの提供 

沿岸漁業リーダー・女性育成支援事業 
【３９（４４）百万円】 

・漁村地域のリーダー育成や漁村女性の資質 
 向上のための研修会開催等を支援 

・漁村地域のリーダーを中心とするグループや 
 女性グルー プによる意欲的な取組を支援 
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安全な漁業労働環境確保事業 
【２０（２２）百万円】 

 ・海難事故の防止やライフジャケットの選定等 
 ・漁船等の安全に関する講習会の開催 
 
 

漁船等の安全確保対策の充実 

毎
年
度
２
０
０
０
人
の
新
規
就
業
者
を
確
保 

漁業学校等で学ぶ若者へ就業準備金 
 (150万円/年、最長２年間) 

HP等での情報
の提供、各都道
府県における 
就業窓口設置 

青年就業準備給付金 

就業関連 
情報の提供 

講習・体験 
漁業就業 
相談会 

技術習得支援 漁業現場での長期研修 
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